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第２章 施設概要の把握                              

 

２-１ 保全業務に関わる書類の整理 

 

   保全業務を円滑かつ適切に実施するためには、個々の施設に関する基本的な事項を把握すること

が重要です。そのため各様式について、「北海道教育委員会建築物等保全規程の取扱いについて」

（平成 19 年３月 23 日教施第 1205 号企画総務部総務政策局長通知（以下、「取扱通知」と

いう。））において定められています。 
 

（１）保存すべき書類（取扱通知別紙２） 
 

施設管理者は、施設の完成時に図面やその他関係法令書類等の引き渡しを受けます。これら

の書類等は当該建築物等の現況を判断する上で欠かせないものです。 

施設管理者は、本書式で確認し、施設管理者が財産保存されている書類等を□欄にチェック

を入れ、適切な保管に努めてください。 
 

保存すべき資料 ① 完成図 

② 施工図 

③ 各種申請書及び検査済証等 

④ 施工者一覧表 

⑤ 建物等の保守に関する証明書 

⑥ 各種取扱説明書 

⑦ 各種保証書  

⑧ 設計内訳書、各種計算書 

 

（２）施設概要（取扱通知別紙３） 

 

「施設概要書」は、施設の概要を把握するために作成するもので、第３章の長期保全計画の

作成、第４章の点検業務につながる重要なものです。2-２節にしたがって対象建築物の概要

を記載してください。 

    施設概要は「完成図（青焼製本）」内の特記仕様書等（完成図、現地の調査を含む。）によ

り作成することができます。 

 

「施設概要書」   ① 施設概要・・・・・・・・・・ 別紙３－１ 

② 建築概要・・・・・・・・・・ 別紙３－２ 

③ 電気設備概要・・・・・・・・ 別紙３－３ 

④ 機械設備概要・・・・・・・・ 別紙３－４ 

⑤ 屋外工作物・・・・・・・・・ 別紙３－５ 

⑥ 修繕工事・改修工事の記録・・  別紙３－６ 

 

（３）その他、作成することが望ましい書式（参考書式） 

 

① 官公署届出書類・・・・参考書式１ 

当該施設において、提出した官公署届出書類一覧を記載します。法令上の保管業務以外に、

改修工事を行う上で提出する届出書類の参考として、また、打合せの必要な関係官公署の

把握や点検の法的根拠を知る上で必要となります。 

 

② 関係者連絡先一覧・・・・参考書式２ 

施設の機能に支障が生じた場合に迅速に対応するため保全業務委託業者、公共機関などの

連絡先一覧表を記載します。 
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２-２ 施設概要書の作成について 

 

（１）施設概要書の位置付け 

 

    本書式は、保全規程で定める「長期保全計画の作成」（第３章）及び「点検業務」（第４章）

の作業の元になる重要なものです。  
ここでは、「取扱通知」に規定されている別紙３の様式の記載方法を解説します。 

 

（２）必要図書 

 

・完成図（青焼製本） 

・契約に関する書類（保管している場合） 

 

    完成図は、建築工事（表題は新築工事又は改築工事）の他、電気設備工事、衛生設備工事、

暖房設備工事など、工種ごとに分冊されている場合があります。 

 

（３）記載方法                          

 

ア 別紙３－１ 施設概要 

 

     敷地状況や建物の棟数及び延床面積などの基本的な事項を整理するためのものです。建

物が複数棟ある場合には、建物数に棟数を記入の上、それぞれの合計の面積を記載します。

口座番号ごとに別葉としてください。例えば１の施設に２の口座番号が有る場合は別々に

作成します。 

     主として公有財産台帳を基に記入します。 

 

記入項目 記入方法等 

 

①作成年月日 

・本様式を作成した日付と担当者名を記入します。 

 なお、日付は最終更新日としてください。 

・チェック者と入力年月日には記入不要です。 

②施設分類 
・公有財産台帳の「部名（部局名・地方部局名）」を記入します。 

 

 

③施設コード 

・公有財産台帳の「部局コード（６行）」＋「口座番号（４行）」    

 を連番で記入します。 

 

④施設名称 
・公有財産台帳の口座名を記入します。 

 

⑤所在地 
・現在の所在地（住所）を記入します。 

 

⑥支庁 
・所在地の支庁名を記入します。 

 

 

⑦施設用途 

・施設の主たる用途について、次から該当するものを選択します。 

 なお、試験研究機関は「Ｂ事務所・庁舎」とします。 

 

 

 

 

 

 

Ａ集合住宅  Ｂ事務所・庁舎  Ｄ生産・工場  Ｅ流通・倉庫   

Ｆ展示場  Ｇ宿泊・寮・研修所  Ｈ病院  Ｉ学校   

Ｊ会館・ホール  Ｍ体育館  Ｏ空港  Ｑ図書館・博物館  

Ｒスポーツセンター 
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⑧施設管理部署 

・施設管理者の部署名を記入します。例えば、高等学校であれば

施設管理者は学校長となりますので、○○高校事務室となりま

す。 

⑨担当者・ＴＥＬ 
・施設管理を行っている実務担当者の所属、職、氏名、連絡先を

記入します。実際の実務を行っている担当者を記入します。 

 

⑩都市計画 

・公有財産台帳（土地区分）により当該敷地における都市計画の

指定状況について記入します。 

 指定変更されている場合もあるので注意してください。 

・都市計画区域内は「有り」、都市計画区域外は「無し」とし、

該当するものを「●」とします。 

・「有り」の場合には「市街化区域内」、「市街化調整区域内」、

「非線引き」（市街化区域及び市街化調整区域の区域区分がさ

れていない場合）の別について該当するものを「●」とします。 

 不明な場合は所在市町の都市計画担当部局に照会してくださ

い。 

 

⑪用途地域 

・公有財産台帳を基に、次から該当するものを選択します。 

 

 

 

 

 

・平成５年度の法律改正により用途地域の種類、名称が変更にな

っていますので、ご注意ください。 

 都市計画に関する指定は、見直される場合があります。 

⑫敷地面積 
・公有財産台帳の公簿面積、実測面積をそれぞれ㎡単位で記入し

ます。 

⑬建物数 
・公有財産台帳（建物区分）に登録されている建物の棟数を記入

します。 

 

⑭建築面積 

 延床面積 

・公有財産台帳（建物区分）の数量欄には、建築面積（１階床面

積）と延床面積（各階床面積の合計）が記載されています。 

 「建築面積」欄には建築面積を、「延床面積」欄には延床面積

をそれぞれ記入します。 

 複数棟ある場合には、それぞれ建物棟ごとに合計した数値を記

入します。 

 

⑮許容建ぺい率 

 許容容積率 

 

・敷地が都市計画区域内の場合には、都市計画法に基づいて許容

できる上限の建ぺい率（建築面積の敷地面積に対する割合）、

容積率（敷地面積に対する延べ面積の割合）が定められていま

す。 

・公有財産台帳（土地区分）の「建ぺい率」（％）及び「容積率」

（％）が該当しますので、それぞれ記入します。 

 都市計画区域外の場合は該当しませんので記入不要です。 

・不明な場合は、空欄にしておいてください。 

⑯インフラ 
・都市ガス、ＬＰＧについて、該当するものを「●」とします。 

・上水道と下水道についても、該当するものを「●」とします。 

第１種低層住居専用地域   第２種低層住居専用地域     

第１種中高層住居専用地域  第２種中高層住居専用地域    

第１種住居地域  第２種住居地域  準住居地域  近隣商業地域   

商業地域  準工業地域  工業地域  工業専用地域  指定無し 
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（○がある項目は該当する箇所の 

（記載例１）学校の例 

主任○○○○ 
※施設管理者記入不要 

 

〒 

●有り ○無し 

有りの場合 ●市街化区域内 ○市街化調整区域内 ○非線引き 

公簿 ㎡ 実測 ㎡ 

棟 

㎡ （建坪率 0.1３ 

 

%） 

㎡ （容積率 0.32 %） 

％ 

％ 

●都市ガス有り ○ＬＰＧ 

●上水道有り ●下水道有り 

Ｉ 学校 

令和○○年○月○日 

 

△△高等学校 

△△××○○□□□□ 

作成年月日 
作成者 

備考 

備考 

区分 データ 

施設管理部署 

担当者（所属・氏名） 

TEL 

56,150.85 

延床面積 

許容建坪率 

施設用途 

都市計画 

用途地域 

△△高等学校校舎 

△△高等学校事務室 

事務主任 ○○○○ 

01３-５１-１111 

△△△-××□□ 

△△市中央１条１丁目１番１号 

△△支庁 

施設分類 

施設コード 

施設名称 

支庁 

7,626.82 

18,117.02 

都市計画区域内のみ 

都市計画区域内のみ 

準工業地域 

56,150.00 

8 

60 

200 

インフラ 

所在地 

※チェック者 
※入力年月日 施設概要 別紙 3-1 

敷地面積 

建物数 

建築面積 

許容容積率 

施設管理者の部署を記入。 

実際の施設管理実務担当 
者の所属と氏名を記入。 

公有財産台帳における建物の棟数を記入。 
 

全建物（ここでは４棟）の建築面積 

とそれぞれの面積の合計を記入。 

入力しない。 
  

計算式が入力さ 
れています。 

更新した場合

は、最終更新

日を記入。 
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（記載例 2）公宅の例          

別紙 3-1 施設概要 
  作成年月日 令和○○年○○月○○日 ※チェック者     

  作成者 主任○○○○ ※入力年月日   

         
※施設管理者記入不要 

区分 データ 備考 

    （○がある項目は該当する箇所の○印を●とする）      

施設分類 △△高等学校                 

施設コード △△××○○□□□□       

施設名称 △△高等学校○○公宅       

所在地 
〒 △△△－××□□               

△市中央１条１丁目１番１号       

支庁 ○○支庁       

施設用途 A 集合住宅       

施設管理部署 △△高等学校事務室       

担当者（所属・氏名） △△高等学校事務室 事務主任 ○○○○       

TEL ○○○○－○○－○○○○       

都市計画 ●有り   ○無し       

都市計画区域

内のみ 
  

有 り の

場合 
●市街化区域内 ○市街化調整区域内 ○非線引き 

用途地域 準工業地域 

敷地面積 公簿 10,121.30 ㎡ 実測 10,121.30 ㎡       

建物数 5 棟                 

建築面積 1,598.90 ㎡   （建坪率 16  %） 
物置２０棟 ３４９.９

２㎡ 

延床面積 5,763.04 ㎡   （容積率 57  %） 
受水槽室５棟 121.9

㎡ 

許容建坪率 60 ％           都市計画区域

内のみ 許容容積率 200 ％           

インフラ 
●都市ガス有り ○ＬＰＧ             

●上水道有り ●下水道有り           

備考 
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イ 別紙３－２ 建築概要 

 

    本書式は、一つ一つの建物についての面積や構造、外部仕上げなどの概要です。建物ご

とに別様としてください。 

     主として公有財産台帳、完成図（設計図）等を基に記入します。 

 

  ＜建物公有財産データの記入方法＞ 

記入項目 記入方法等 

 

①建物コード 

 

・公有財産台帳の「部局コード（６桁）」＋「口座番号（４桁）」   

 ＋「名称（最大３桁）」を連番で記入します。 

 

②建物名称 

 

 

・公有財産台帳の「名称」を記入します。 

 

③主用途 

 

・建物の主たる用途について、次から該当するものを選択します。 

試験研究機関は「B 事務所・庁舎」とします。 

 

 

④建物管理部署 

 担当者・ＴＥＬ 

・「別紙３－１」と同じ場合は「施設と同じ」と記入します。 

・建物管理部署等が施設管理部署等と異なる場合は、建物管理を

行っている実務担当者の部署、氏名、連絡先電話番号を記入し

ます。 

 

⑤竣工日 

 

・公有財産台帳の「新築年月日」を西暦で記入します。 

 

⑥耐用年数 

（使用予定年数） 

・公有財産台帳の「耐用年数」を記入します。 

 括弧内は、建物の「新築年＋耐用年数」を西暦で記入します。 

 

⑦建築面積 

 延床面積 

・公有財産台帳の数量欄に、建築面積（１階床面積）と延床面積

（各階床面積の合計）が記載されています。「建築面積」欄には   

建築面積を、「延床面積」欄には延床面積をそれぞれ記入しま

す。 

 

⑧階数 

 

・公有財産台帳の「階数」を記入します。 

 

⑨構造 

・公有財産台帳の「構造」を記入します。 

・建物の構造は、次のいずれかが選択されています。 

 

Ａ集合住宅  Ｂ事務所・庁舎  Ｄ生産・工場  Ｅ流通・倉庫

Ｆ展示場  Ｇ宿泊・寮・研修所  Ｈ病院  Ｉ学校  

Ｊ会館・ホール  Ｍ体育館  Ｏ空港  Ｑ図書館・博物館  

Ｒスポーツセンター 

 

・木造  ・木骨モルタル造  ・土蔵造  ・石造  ・れんが造  

・ブロック造  ・コンクリートブロック造  ・コンクリート造   

・鉄骨造  ・鉄筋コンクリート造  ・鉄骨鉄筋コンクリート造 
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■公有財産台帳 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜「外部の部材・仕上げ」「その他」の記入方法＞ 

   建築工事の完成図（設計図）の中の外部仕上表、断面詳細図、矩形図、立面図、建具表、特

記仕様書や目視により、該当するものに●をチェックします。 

   特記仕様書の項目及び特記事項欄にチェックがある項目が該当項目となります。 

記入項目 記入方法等 

 

①屋上防水 

・外部仕上表の「屋根」欄や断面詳細図、矩形図から、最上階が屋

上の場合であれば防水方式の記入となります。 

・使用されている屋上防水の種類は、特記仕様書の「防水工事」の

項目及び特記事項のチェック項目で確認できます。 

・アスファルト防水 

 

 括弧内の押さえコンクリートコンクリート「○あり」、「○なし」 

のいずれかにチェックしてください。 

「あり」・屋根保護防水○○○○工法といった表記 

    ・目視により屋根表面がコンクリートで覆われている場合 

「なし」・屋根露出防水絶縁工法 

    ・改質アスファルトシート防水（トーチ工法） 

    ・目視により屋根表面にコンクリートがない場合 

・シート防水  合成高分子系ルーフィングシート防水 

 

・塗膜防水 「ウレタン」：ウレタン系塗膜防水等 

「ゴムアスファルト」：ゴムアスファルト系塗膜防水等 

・ステンレス防水  

・その他の防水  上記以外の防水の場合は、括弧内に種類を記入します。 

 

北海道△△高等学校校舎 

△△市 

△△高等学校校舎 

北海道△△高等学校校舎 

|△△××○○ |□□□□｜０３｜001 

西暦に換算して、竣工
日欄に記入します。 

下段が延床面 

積です。 

上段が建築面  
積です。 

「耐用年数」を使用 

予定年数（法定耐用 
年数）欄に記入します。 

「部局コード（６桁）」＋「口 
座番号（４桁）」＋「名称（最 
大３桁）」を連番で、建物コー 

ド欄に記入します。 
「構造」 

「名称」を建物名称欄 

に記入します。 

「階数」 

５６，１５０．００ 
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②屋根 

・外部仕上表の「屋根」欄や断面詳細図、矩形図を基に記入します。 

・使用されている屋根の種類は、特記仕様書の「屋根工事」の項目

及び特記事項のチェック項目で確認できます。 

 

 ・金属系屋根  カラー鉄板、カラートタン、長尺亜鉛めっき鋼板、ガルバリウム

鋼板、折板葺き等 

※括弧内に工法、材質仕様等を記入してください。 

 

 ・その他の屋根  その他の屋根の場合は、括弧内にその内容を記入してください。 

 

③外壁 
・外部仕上表の「外壁」欄や立面図を基に記入します。 

 

 ・石貼り  花崗岩貼、大理石貼、カーテンウォールＰＣ製花崗岩貼等 

 

 ・タイル貼り  レンガタイル貼、小口タイル貼、二丁掛タイル貼、モザイクタイ

ル貼、カーテンウォールＰＣ製二丁掛タイル貼等 

 

 ・吹付塗装  吹付タイル、複層仕上塗材、合成樹脂エマルジョンペイント塗、

塩化ビニル樹脂エナメル塗、アクリル樹脂エナメル塗、水性反応硬

化系アクリル樹脂塗、水性合成樹脂エマルジョン塗、マスチック塗

材塗、カーテンウォールＰＣ製吹付けタイル、リシン吹付け、コン

クリート打放し撥水剤塗布等 

 

 ・金属系外装材 「アルミ」：アルミ積層複合版、アルミ製カーテンウォール、アルミ

パネル等 

「ガルバリウム鋼板」：カラーガルバリウム鋼板、ガルバリウム鋼

板フッ素樹脂塗装等 

「ステンレス」：ステンレス製パネル等 

「その他」：その他の外壁の場合は、括弧内にその内容を記入。 

 

④外部建具 
・外部仕上表、建具表を基に記入します。 

 

 ・アルミ 

 ・ステンレス 

 ・鋼製 

 

 ・その他  樹脂製、木製などの場合には、「その他」を選択し括弧内にその材 

質を記入してください。 

 

 

⑤シール 

・シーリング、コーキングと呼ばれるゴム状、合成樹脂などの材料 

です。一般的に、窓枠回りや外壁の目地回りには必ず使用されて

います。 

 

その他 

 

・建物に吹付けアスベストが使用されている場合やＰＣＢを保管し

ている場合には、その旨を記入してください。 
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■特記仕様書 

・建物外部の部材・仕上げについて、屋上防水、屋根の仕様、外壁の仕様などが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外部仕上表 

・建物外部の部材・仕上げについて、屋上防水・屋根、外壁、建具の仕様などが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特記仕様書 

・防水工事の「１．種別及び工法」欄に『（ウ）屋根保護防水絶縁工法 Ｂ
－１』とあるので、アスファルト防水を選択し括弧内の押えコンクリー
トありをチェックします。 
・「５．その他の防水」の欄に『屋上緑化用防水（ルーフガーデン）』と
あるので、その他の防水を選択し括弧内のその仕様を記入します。 
 
・シーリング材の各欄にチェックがあり、ガラス廻り、建具周囲などに
シーリングがあることが確認できるので、シーリングをチェックします。
（通常の場合は必ず使用されています。） 

・屋根工事の特記欄に『ガルバリウム鋼板０．４ｄ一 
文字葺溶接工法』とあるので、金属系屋根を選択し 
括弧内にその仕様を記入します。 

・タイル工事の欄に壁タイルの工 
法及び種類が記載されているので、 
外壁がタイル貼りであることがわ 
かります。 

外部仕上表 

・「アルミ製建具」、「ステンレス建具」、 

「スチール建具」が使用されているの 
で、アルミ、ステンレス、鋼製をチェ 
ックします。 

・「一般平面 アスファルト防水（Ｂ－１）、砂利  
まき保護工法」とありますが、特記仕様書の

「屋 根工事」欄に、『屋上保護防水絶縁工法』

とあるので、「押えコンクリートあり」を選択

します。 
 
・「ルーフガーデン 屋上緑化用防水」はその他の 
 屋根とし括弧内にその仕様を記入します。 
 
・「キャノピー アルミパネル」は金属系屋根を選 
 択し括弧内にその仕様を記入します。 

・「一般外壁（１Ｆ～３Ｆ） レンガタイル貼」とあるので、タイ
ル貼りを選択します。 
 
・「中庭側及び４Ｆ、ＰＨＦ アルミパネル、一部アルミスパンド
レル」金属系外装材を選択し、括弧内のアルミをチェックします。 
 
・「外壁一部 コンクリート打放し仕上の上疎水材塗布とあるので、
吹付塗装を選択し、括弧内にその仕様を記入します。 

屋根工事 

タイル工事 

防水工事 

屋根 

外壁 

建具 
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■立面図 

・建物外部の部材・仕上げについて、外壁の仕様が分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「Ａ レンガタイル貼」とあるので、タイル貼りを選択 
します。 
・「Ｂ ３．０ｄアルミパネル貼」「Ｆ アルミハニカムパ 
ネル」、「Ｍ アルミ製カーテンウォール」とあるので、金属 
系外装材を選択し、括弧内のアルミをチェックします。 
・「Ｅ 化粧型枠コンクリート打放し疎水材塗布」とあるの 
で、吹付塗装を選択し、括弧内にその仕様を記入します。 
 
※通常、立面図には、外壁の仕上げとその位置が示されて 
います。外部仕上表の「外壁」欄に記載されている内容と 
照合し、主たる部材・仕上げをチェックします。 

立面図 
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（ 記載例 ） 

作成日 ※ チェック 者 
作成者 主任 ○○○○ ※ 入力日 

※ 施設管理者記入不要 

年 9 月 13 日 

年 （   ２０４９ 年 まで ） 

㎡ 

㎡ 

   地上 4 階   地下 1 階   塔屋 1 階 

中分類 小分類 

● アスファルト 防水 （ 押 え コンクリート   ● あり   ○ なし ） 

○ シート 防水 ○ 塗膜防水 （ ○ ウレタン   ○ ゴムアスファルト ） 

○ ステンレス 防水 ● その 他防水 （ 屋上緑化用防水           ） 

屋根 ● 金属系屋根 （ ｱﾙﾐ ､ ｶ ゙  ﾙﾊ ゙  ﾘｳﾑ 鋼板 ） ○ その 他屋根 （        ） 

○ 石貼 り ● タイル 貼 り ● 吹付塗装 （ ｺﾝｸﾘｰﾄ 打放 し 撥水材塗布 ） 

● 金属系外装材 （ ● アルミ   ○ ガルバリウム 鋼板   ○ ステンレス ） 

○ その 他 （          ） 

● アルミ ● ステンレス ● 鋼製 

○ その 他 （          ） 

シール ● シール 

建物 の 外壁仕上 げ 
材料 を 記載 。 

外部 に 面 した 建具 
の 材質 を 記載 。 

 

 ○○ 

 
年 ○ 月 ○ 日 

その 他 

構造 

区分 

屋上 
防水 

外部 

外部 
建具 

外部 の 部材 ・ 仕上 げ 
（ 該当 する 部材 ・ 仕上 げの ○ 印 に ● を チェック ） 

外壁 

使用予定年数 
( 法定耐用年数 ) 

建築面積 

延床面積 

階数 

16,237.10 

鉄筋 コンクリート 造 

備考 

最上部 が 屋上 であ 
れば 防水方式 を 、 
屋根 であれば 屋根 
の 材質 を 記載 。 

建物管理部署 

担当者 

ＴＥＬ 

竣工日 

施設 と 同 じ 

1999 

50 

区分 

建物 コード 

建物名称 

主用途 

別紙 3 - 2   建築概要 

 

データ 備考 

△△××□□□□001 

北海道△△高等学校校舎 

学校校舎（教室棟１） 

施設 と 同 じ 

5,746.90 

施設 と 同 じ 

最 も 適切 な 用途 を 選択 し 
て 記入 します 。（ ※ 公有 
財産台帳 の 「 種目 」 では 
ありません 。） 

公有財産台帳 
の 「 名称 」 を 
記入 します 。 

公有財産台帳 の 「 部局 コード 
（ ６ 桁 ）」＋「 口座番号 （ ４ 
桁 ）」＋「 名称 （ 最大 ３ 
桁 ）」 を 連番 で 記入 します 。 

通常 は 、「 ３ － １ 
施設概要 」 と 同 じで 
すので 、 施設 と 同 じ 
と 記入 します 。（ 異 
なる 場合 は 、 担当者 
名等 を 記入 してくだ 
さい 。） 

公有財産台帳 の 
「 新築年月日 」 を 
西暦換算 して 記入 
します 。 

新築年 に 耐用年数 を 
加算 して 西暦 に 換算 
して 記入 します 。 

公有財産台帳 
の 「 耐用年 
数 」 を 記入 し 
ます 。 

公有財産台帳 の 数量欄 の 
建面積 を 記入 します 。 

公有財産台帳 の 
数量欄 の 延面積 
を 記入 します 。 

公有財産台帳 の 
「 階数 」 を 記入 
します 。 

公有財産台帳 の 
「 構造 」 を 記入 
します 。 

（ 

 ※１ アスベストがある場合には、アス

ベスト台帳を整理し、「アスベスト台帳

整理済」と記入してください。 

※２ ＰＣＢを保管している場合には、

「ＰＣＢを○○室に保管」と記入してく

ださい。 

建物の完成図（設計図面）等を基に

該当する部材を記入します。 

その他の場合は括弧内にその仕様を

記入します。 
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ウ 別紙３－３ 電気設備概要 

 

     本書式は、電気設備についての概要を整理するためののです。建物が複数棟ある場合に

は、建物ごとに別様としてください。 

 電気設備工事完成図（設計図）の工事特記仕様書及び各設備図等から、次の記入方法等

を参考に記入（選択）してください。 

 各種法令点検業務報告書及び電力供給会社との契約書等にも、設備に係る仕様等が記載

されています。 

 

記入項目 記入方法等 

○電力設備 

①受変電設備 

 ・受電方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・設備機器 

 

 

 

 

電力供給会社との契約書、請求書を参照して記入してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受変電設備の形状、主要な機器についての区分を次から選択し

該当するものを「●」にします。工事特記仕様書の「受変電設備」

の項目で確認することができます。 

高圧受変電設備は大変危険なため電気主任技術者以外は近寄

れませんので、電気設備保守委託業者の定期点検報告書を確認し

記入してください。 

「屋外キュービクル」：屋外に設置される防水型のキュービクル 

「屋内キュービクル」：電気室等に設置される屋内型キュービク

ル 

「開放型受電設備」：古い施設に多い露出設置型の受変電機器 

「乾式変圧器」：油を使用していない変圧器 

油入変圧器に比べ、小型で軽量 

「油入変圧器」：内部は油で満たされており油面計が付属してい

る 

「高圧進相コンデンサ」：力率改善のために設置 

基本料金の割引が得られる 

「高圧直列リアクトル」：コンデンサ保護及び高調波対策のため

に設置 

低圧受電(100V、100/200V、200V)の場合 

→ 低圧を● 

 

契約種別（単相100V、100/200V） 

  ・定額電灯 

 ・従量電灯A、B、C     → 一般を● 

・公衆街路灯A、B 

 

契約種別（三相200V） 

  ・低圧電力         → 動力を● 

 

高圧受電(６６００V)の場合 

  契約種別 

・業務用電力 

・業務用ウイークエンド電力 → 高圧受電を●  

 

特別高圧(33000V、66000V)の場合  

→ 特別高圧受電を● 
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「高圧（特高）ケーブル」：高圧受電以上の場合に使用 

「高圧気中負荷開閉器」：高圧受電施設の引き込み柱に設置 

※電力会社の所有の場合がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②発電設備 ・発電機の使用種別について次から選択します。 

「非常用発電機」：建築基準法、消防法等の規定で設置 

「常用発電機」：電力会社の系統から給電が得られない場合等

に設置 

「コジェネ」：コジェネレーションの略で、内燃機関等で発電

し、排熱を利用して動力・温熱・冷熱を取り出

し、総合エネルギー効率を高めるもの 

・発電設備のエンジンの種類を記入します。 

「ディーゼルエンジン」：使用燃料は一般的に軽油又はＡ重油 

「ガスタービン」：使用燃料は灯油、軽油、重油、燃料ガス等 

「ガスエンジン」：使用燃料は一般的に天然ガス 

・発電される電気種別を次から選択します。 

「単相２線式」：通常は電灯回路等の 100Ｖ又は 200Ｖを出

力 

「単相 3 線式」：通常は電灯回路等の 100Ｖ、200Ｖを出力 

「3 相 3 線式」：通常は動力回路の 200Ｖ、6,600Ｖを出力 

 

③直流電源  直流電源装置は、主に非常用照明及び受変電機器制御電源に

使用され、蓄電池（バッテリー）と充電器等の整流器部から構

成されています。 

 工事特記仕様書及び直流電源設備（静止型電源設備）の機器

仕様図等に詳細が記載されています。 

 

④ＵＰＳ設備  ＵＰＳ設備（無停電電源装置）を設置した、無停電系統の回

路がある施設は、ＵＰＳ装置等の仕様を記入してください。 

 なお、ＣＶＣＦ装置（定電圧定周波数装置）はＵＰＳ装置へ

含めますが、サーバー等の附属機器であるＵＰＳは対象外とし

ます。 

 

⑤その他補助電源  新エネルギー等の発電設備を整備している施設は、種別及び

仕様等を記入します。 

 

受電方式によらず敷地内に2棟以上の建物があり電力供給会社からの電源の引込が

1 ヶ所の場合は次のとおり記入してください。 

１）最初に電源を引込んでいる棟の備考欄に、この棟から電源を供給している他

の棟名を記入する。 

２）電源供給されている棟には、電源を供給している棟名が判るよう備考欄に記

入する。 

３）電源供給されている棟の供給電圧が、低圧の場合は「●低圧受電」とし、高

圧の場合は「●高圧受電」とし、設備機器が設置されている場合は記入する。 

４）屋外用キュービクル式配電盤等で高圧受電している場合は、主として電源を

供給している１つの棟にのみ設備機器を記入する。 

５）当該配電盤等から電源を供給されている他の棟は、この棟への供給電圧が低

圧の場合は「●低圧受電」とし、高圧の場合は「●高圧受電」とし、設備機器

が設置されている場合は記入する。備考欄には「屋外キュービクルから供給」

と記入する。 
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⑥電灯設備  施設に使用している主な照明器具及び点灯制御方式の種別を

記入します。 

「ＦＬ蛍光灯」：従来型蛍光灯 

「Ｈｆ蛍光灯」：高周波点灯方式（インバータ式）の蛍光灯で、

蛍光管にＨｆと記されている 

        従来型と区分し高効率蛍光灯とも言う 

「ＨＩＤ」：放電ランプ（水銀灯、ナトリウム灯等） 

「ＬＥＤ」：発光ダイオード照明 

「リモコン」：分電盤内に照明回路ごとの点滅制御器を設置し、

複数の箇所で点滅可能 

「照明制御」：設定した点灯範囲等のパターン及び時間等のス

ケジュールをプログラムした点滅の一括制御 

「昼光利用」：明るさセンサが感知した明るさに応じて調光 

 

⑦その他 「避雷設備」：避雷針等の有無を記入 

「フロアーヒーティング」：屋内の床暖房設備等の有無を記入 

「ロードヒーティング」：屋外駐車場等の融雪設備の有無を記

入 

 

○情報通信設備 

①電話設備 

 

 電話交換装置の種別を記入します。 

「ボタン電話装置」：一般的に小規模施設の電話交換機に使用 

「電子交換機」：デジタルＰＢＸ、ＩＰ－ＰＢＸ、ＶｏＩＰサ

ーバ 

 

②テレビ  アンテナの種別、視聴する放送種別を記入します。 

「ＵＨＦ」：地上デジタル放送 

「ＢＳ／ＣＳ」：衛星放送 

「ＣＡＴＶ」：有線放送（ケーブルテレビ） 

 

③放送設備  放送の区分及び増幅器の容量を記入します。 

「非常放送」：消防法等の規定による放送設備 

「一般放送」：非常放送設備を通常使用の場合は両方選択 

 

④その他 次に該当する電気設備の設置状況について記入します。 

「中央監視装置」：各設備の制御、監視、計測等の情報を遠方に

集中して表示、制御等できるもの 

「駐車場管制」：管制盤、検知器、信号灯・警報灯、発券機、カ

ーゲート、カードリーダより構成され、車の入

庫、出庫、警報表示、管理制御等を行うもの 

「表示設備」：出退表示器、マルチサイン装置(表示操作部、情

報表示盤等から構成され文字、画像を表示するも

の) 

電気時計設備を含まない。 

「誘導支援装置」：高齢者、身体障害者等が施設を利用する際、

音声等により案内・誘導、施設管理者への連

絡・通報を行うもの(身体障害者用インター

ホン、トイレ等呼出し装置を含む) 

「インターホン」：身体障害者用インターホン、トイレ等呼出し

装置を除くインターホン、テレビインターホ

ン 

「入退出管理」：制御装置、認識部等により構成され、管理区域
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内への入退出を制限及び管理するもの 

「電気時計」：親時計、電源装置、子時計で構成され、時刻を表

示するもの 

「LAN」：スイッチ、ルータ等の機能を有する機器、インター

フェース等により構成し、端末との接続又は構内情

報通信網装置を相互に接続するもの 

「映像・音響」：増幅器、スピーカ、プロジェクタ、スクリーン、

その他の機器(マイクロホン、各種レコーダー、

カラーテレビ。カラーモニタ等)により構成し、

録画・録音・再生等が行えるもの 

「ナースコール」：緊急時の呼出し、患者と医療スタッフ間の意

思疎通を行うための装置で、親機、副親機、

子機等により構成するもの 

「機械警備」：センサ、制御装置により構成され、敷地外からの

侵入又は建物内への侵入を機械的に検出し、遠隔

監視等を行うもの（防犯設備） 

「監視カメラ」：カメラ、モニタ装置、録画装置その他の機器に

より構成し、建物内外の監視を行うもの 

 

○防災 

①自火報設備 

 

受信機の型（○総合複合盤、又は○壁掛け型）を選択し、「工

事特記仕様書」の「火災報知機設備仕様書」により、中継器・感

知器の有無を確認の上選択し、回線数を記入してください（取扱

説明書や機器完成図を参照してください。）。 

 

②その他  「工事特記仕様書」の「自動閉鎖設備」の項目で、「自動閉鎖 

装置（防火戸、防火扉、防火シャッター）の有無を確認します。 

また、「電灯設備図（誘導灯・非常灯）」により、誘導路灯、

非常照明のそれぞれについて有無を確認します。 

なお、消防設備保守点検業者の報告書で、概要を確認できます。 
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■工事特記仕様書（図Ａ） 

・様々な工事の仕様が記載されています。なお、通常、工事区分ごとに複数枚に分けて記載されてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■工事特記仕様書（図Ｂ） 

 

 
 

 

 

 

 

 

電気設備その３ 工事特記仕様書 

 
[配電盤型式]がキュービクル式（屋内型）、 
[変圧器]が  “乾式”とあるので、  
それぞれ選択します。  

電気設備その２ 工事特記仕様書 

受変電設備 

自家発電設備 

[原動機]が、ガスタービンとあるので、

選択。 

「直流電源装置」の欄に「鉛蓄電池」とあるので「直

流電源」があることを示す。 

[交流無停電電源装置]の欄が 

「据置型」とあるので「ＵＰＳ設備」があることを示

す。 

 

静止形電源設備 

拡声設備 

放送設備における 

非常放送の有無を確認 

「消防法による非常警報装置と

●する。」 

工事種目 

情報通信設備の「その他」の欄関係 

・インターホン設備    → インターホン 

・電気時計設備    → 電気時計 

・表示設備 → 表示設備 

・構内ＬＡＮ設備   → ＬＡＮ 

の有無が確認できます。 

そのほかは、調査ください。 

避雷設備 

避雷設備があるので 

 ●避雷設備とする。 
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■自家発電設備図（図Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■静止形電源設備（直流電源設備） （図 D） 

 
 

■静止形電源設備（図Ｅ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直流電源設備 

蓄電池回路 

[蓄電池回路品名]が、陰極吸収式シール形据置鉛蓄

電池 →鉛電池 

[蓄電池回路型式]が、ＭＳＥ形 → ＭＳＥ 

[蓄電池回路容量]が、１０８Ｖ  ３００Ａh／

１０HR → 電圧 100V 300Ah 

ＵＰＳ装置 

静止形電源設備 

1)所要数量：１式 →合計台数１基 

2)出  力：５kＶＡ １φ １００Ｖ ５０Hz 

   → 電圧１００Ｖ、１φは単相、合計容量５kＶＡ 

 

※なお、単相の２線式、３線式の別については、 

２線式の場合“２Ｗ”又は電圧 100Ｖと記されている。 

３線式の場合“３Ｗ”又は電圧 100/200Ｖと記されている。 

  

発電機 

形  式：保護形自己空冷式 

     ３相交流発電機 

数  量：１基 

定格出力：３７５kＶＡ以上 → 以上とあるの

で出力は機器完成図を調査し記入す

る。 

電  圧：２００Ｖ 

自家発電設備 
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■平面図 電灯設備（図Ｆ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■弱電機器姿図（機器仕様、姿図）（図Ｇ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地階平面図 

電灯設備（電灯） 

凡例 「リモコンリレー点滅」とあるの

で、リモコンを選択。 

 

照明制御がある場合には、ここで

解ります。 

機器仕様、姿図 

非常放送操作部 

⑮ １２０W 電力増幅器 

左の図面で５基が確認できるので、 

120W×５＝600Ｗ 

 

 → 増幅器出力 ６００とする。 
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■工事特記仕様書（図 H） 

 

 
 

 

■火災報知設備仕様書（図Ｉ） 

 

 

 

電気設備その１ 工事特記仕様書 

火災報知設備 

「受信機」の項目が複合型とあるので、 

自火報設備の欄は 

「総合複合盤」を選択する。 

自動閉鎖設備 

自動閉鎖装置の有無を確認

できる。 

中継器・感知器 

中継器・感知器

の有無を確認で

きる。 

表示内訳 

各表示ごとの回線数が

記載されており、合計

回線数が確認できる。 

 → ２８０回線 

火災報知設備仕様書 

自動閉鎖設備仕様書 
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（記載例） 
別紙３－３ 電気設備概要（電力、情報通信、防災） 作成日 ※ﾁｪｯｸ者 

作成者 ※入力日 
※施設管理者記入不要 

建物コード   △△××□□□□００１ 

建物名称 北海道△△高等学校校舎棟（教室棟１，２，３） 

区分 部材及び仕様等 備考 

中分類 小分類 （該当する項目は、○印を塗りつぶして●印にする。また機器の台数、仕様を記入する。） 

電力設備 受変電設備 

受電方式 ○ 低圧受電 （ ○ 一般 ○ 動力 ） 計画対象外 

○ 特別高圧受電 ● 高圧受電 ○ 高圧気中負荷開閉器 

設備機器 ○ 屋外キュービクル ● 屋内キュービクル ● 開放型受電設備 

● 乾式変圧器 ○ 油入変圧器 ● 高圧進相コンデンサ 

● 高圧直列リアクトル ● 高圧（特高）ケーブル 

高圧電灯変圧器 合計台数 台 合計容量 ＫＶＡ 

高圧動力変圧器 合計台数 台 合計容量 ＫＶＡ 

特高変圧器 合計台数 台 合計容量 ＫＶＡ 

発電設備 ● 非常用発電機 ○ 常用発電機 ○ コジェネ 

● ディーゼルエンジン ○ ガスタービン ○ ガスエンジン 

○ 単相２線式 ○ 

 

単相３線式 ● 

 

３相 

電圧 Ｖ 合計台数 台 合計容量 ＫＶＡ 

直流電源 ● 鉛電池 （ ○ ＨＳＥ ● ＭＳＥ） 

○ アルカリ電池 

電圧 Ｖ 容量 ＡＨ 合計台数 台 

ＵＰＳ設備 ● 単相２線式 ○ 単相３線式 ○ ３相 

電圧 Ｖ 合計台数 台 合計容量 ＫＶＡ 

その他補助電源 ○ 太陽光発電 ○ 燃料電池 ○ 風力発電 

○ 小水力発電 ○ その他（      ） 

○ 単相２線式 ○ 単相３線式 ○ ３相 

電圧 Ｖ 合計台数 台 合計容量 ＫＶＡ 

電灯設備 ● ＦＬ蛍光灯 ● Ｈｆ蛍光灯 ○ ＨＩＤ 

● リモコン ○ 照明制御 ○ 昼光利用 

その他 ● 避雷設備 ○ フロアーヒーティング ○ ロードヒーティング 計画対象外 

情報通信設備 電話設備 ● ボタン電話主装置 ○ 電子交換機 

局線数 回線 内線数 回線 

テレビ ● ＶＨＦ／ＵＨＦ ● ＢＳ／ＣＳ ○ ＣＡＴＶ 計画対象外 

○ 地上波デジタル 

放送設備 ● 非常放送 

 

● 一般放送 計画対象外 

増幅器（非常放送用） 出力 Ｗ 

その他 ○ 中央監視装置 

○ 駐車場管制 ● 表示設備 ○ 誘導支援装置 

● インターホン ● 入退出管理 ● 電気時計 計画対象外 

● ＬＡＮ ● 映像・音響 ○ ナースコール 

○ 機械警備 ○ 監視カメラ 

防災 自火報設備 ● 受信機 （ ● 総合複合盤 ○ 壁掛け型） 

受信機回線数 回線 

● 中継器 ● 感知器 

その他 ● 自動閉鎖装置（防火戸） ● 誘導路灯 ○ 非常照明 

※ 計画対象外については、長期保全計画対象外の項目ですが、施設の概要を把握するために記入する項目です。 

10 40 

600 

280 

100 1 5 

      

  

  

108 1 300 

200 1 375 

○○年○月○日 

主任○○○○ 

2 
2 

  

650 
750 

  

○ＬＥＤ 
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エ 別紙３－４ 機械設備概要 
 

       本書式は、機械設備についての概要を整理するためのものです。建物が複数棟ある場合に

は、建物ごとに別様としてください。 

機械設備は、「暖房設備」、「冷暖房設備」、「空気調和設備」、「衛生設備」、「給

排水設備」及び「暖房衛生設備」などの工事名になっています。いずれもこれらの完成図

の「特記仕様書」及び「機器表（又は機器一覧表）」を参照して、必要項目を記入（選択）

してください。 

機器表などで分からない場合は、設置されている機器の銘板を直接確認してください。 

 

記入項目 記入方法等 

○冷暖房設備 

①冷暖房熱源 

 ・熱源１～７ 

施設のボイラー室及び機械室に設置されていますので、完成図

の「機器一覧表（冷暖房）」（図Ａ）を参照し、それぞれの名称、

暖房能力、冷房能力、使用主燃料について、次から該当するもの

を選択します。 

 該当するものがない場合は、そのまま名称等のデータを記入し

てください。 

 

②冷暖房熱源付属機器 施設のボイラー室及び機械室に設置されていますので、主熱源

機器を除いた機器を完成図の「機器一覧表（冷暖房）」（図Ｂ）

を参照し、該当するものを全て選択してください。 

オイルタンクの種類を選択し、そのタンク容量を記入してくだ

さい。 

機械設備概要に掲載されていない機器は、その他の欄に名称を

記載してください。 

 

「名称」 
暖房系：貫流ボイラー、鋼製立形ボイラー、炉筒煙管ボイラー 
    鋳鉄製蒸気ボイラー、鋳鉄製温水ボイラー、 
    鋳鉄製無圧式温水発生機、鋼製無圧式温水発生機、 
    鋳鉄製真空式温水発生機、鋼製真空式温水発生機 
冷房系：スクリュー冷凍機、遠心冷凍機、吸収式冷凍機、 

空冷式チリングユニット、水冷式チリングユニット 
 冷暖房系：吸収式冷温水機、空気熱源ヒートポンプユニット※1 

 
「暖房能力」 
 数値及び単位（kcal/h、kW、USRT、HP）を記入 
 
「冷房能力」 
 数値及び単位（kcal/h、kW、USRT、HP）を記入 
 
「燃料」 
 A重油、灯油、都市ガス※2（12A、６Cなど）、LPガス、 
蒸気温水（地域熱供給事業による）、電気 
 

※１ 空気熱源ヒートポンプユニットの暖房並びに冷房能力は室外機
の数値を記載してください。 

   また、空気熱源ヒートポンプユニットが複数台ある場合、暖房並
びに冷房能力は合計した数値を記載するものとし、室外機の台数を
備考欄に記入してください。 

   なお、他の熱源機器について、台数が２基以上の場合は、１基ご
と選択し記載してください。 

※２ 主燃料が都市ガスの場合は、ガスの種別も併せて記載してくださ
い。 

※３ 給湯機能を併せ持つ場合は、名称、暖房能力等のほか、備考欄

に「給湯暖房２回路」と記載するとともに、衛生設備の「給湯 熱

源」に名称及び給湯能力について記載してください。 
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③空調 空気調和機器として、各室ごとに設置している機器を、完成図

の「機器一覧表（空調）」（図Ｃ）や図面内の機器仕様を参照し、

該当するものを全て選択してください。 

確認ができない場合は、直接、設置機器の銘板を確認してくだ

さい。 

機械設備概要の様式に掲載されていない機器は、その他の欄に

名称を記載してください。 
 

④暖房 暖房機器として、各室ごとに設置している機器を「特記仕様書

（冷暖房）」（図Ｄ）や「機器一覧表（冷暖房）」又は、図面内

の機器仕様を参照し、該当するものを全て選択してください。 

確認ができない場合は、直接、設置されている機器の銘板を確

認してください。 

機械設備概要の様式に掲載されていない機器は、その他の欄に

名称を記載してください。 

 

⑤換気 「機器一覧表（空調）」（図Ｆ、図Ｇ）により、ボイラー室や

空調機械室に設置している外調機、送排風機（シロッコファン、

軸流送風機など）と各室単位で設置している天井扇、壁換気扇、

熱交換型換気扇（空調換気扇、ロスナイなど）について、該当す

るものを全て選択してください。 

機械設備概要の様式に掲載されていない機器は、その他の欄に

名称を記載してください。 

⑥排煙 「機器一覧表（空調）」（図Ｇ）により、排煙ファンやダクト

が設置されている施設は、機械排煙ファンを選択してください。

設置がなければ自然排煙を選択してください。 

 

⑦自動制御 「特記仕様書」（図Ｅ）及び「自動制御図面」を参照し、自動

制御盤、中央監視盤を選択してください。 

図面上で分かりづらいものについては、ボイラー室監視室内や

空調機械室にて確認してください。 

 

⑧冷暖房配管 「特記仕様書」（図Ｄ）より該当するものについて選択してく

ださい。 

○衛生設備 

①給水 

 

 

 ・方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 給水の方式、水源及び機器について、「特記仕様書（衛生）」

（図Ｈ）や「機器一覧表（衛生）」（図Ｉ）を参照し、また施設

の現状を確認して選択してください。 

「直圧式」：水道管の水圧だけで必要箇所に直接水を送る水道直

結方式。住宅や２～３階程度の小規模な建物に採用。 

「直結加圧式」：水道管に増圧給水装置を取り付けたポンプ直送

方式。主に３階以上の中高層の建物に採用。 

「加圧給水ポンプ式」：水道水を受水槽に貯水し、加圧給水ポン

プユニット（インバーター方式）におい

て給水する受水槽方式。中規模な建物や

学校等に採用。 

「圧力水槽式」：水道水を受水槽に貯水してから圧力タンクによ       

り加圧する圧力タンク方式。中規模な建物や学

校等に採用。 

「高置水槽式」：受水槽から高架水槽に給水ポンプで揚水し重力
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 ・水源 

 

 

 ・機器 

により給水する高置タンク方式。主に大規模な

施設で採用。 

「水道水」：市町村等の水道事業によるもの。特記仕様書では上

水と記載。 

「井水」：敷地内の井戸から揚水し、利用しているもの。 

「加圧給水ポンプユニット」：加圧給水ポンプ式に使用されてい

る。 

「直結ブースターポンプ」：直結加圧式に使用されている。 

「揚水ポンプ」：高置水槽式に使用されている。 

「水槽総合容量」：施設に設置されている水槽総量を記入する。 

 

②給湯 

 ・方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・熱源１～２ 

 該当する給湯方式を全て選択してください。 

「個別」：各所で湯沸器を使用して給湯しているもの。 

「中央」：給湯ボイラー、熱交換器類により各所に配管で給湯し

ているもの。 

      「中央」に該当する場合、給湯熱源が施設のボイラ

ー室及び機械室に設置されているので、「機器一覧表

（衛生）」（図Ｉ）を参照し、次の「熱源１～２」に

ついて記載してください。 

      台数が 2 基以上の場合は、1 基ごと選択し記載して

ください。 

「名称」：給湯ボイラー、鋼製無圧式温水機、鋼製真空式温水機 

「能力」：数値を記入 

「単位」：kcal/h、ｋW 

「燃料」：A 重油、灯油、都市ガス、LP ガス、蒸気温水（地域

熱供給事業による）、電気 

「備考」：暖房機能を併せ持つ場合は、「給湯暖房 2 回路」と

記入。※冷暖房設備の「冷暖房熱源」に名称及び暖房

能力を記入。 

 

③給湯熱源付属機器 施設のボイラー室及び機械室に設置されています。「機器一覧

表（衛生）」（図Ｉ）により該当するものをすべて選択してくだ

さい。 

 

④排水 

 ・方式 

 

 ・機器 

 

排水処理方式を下水道、浄化槽、くみ取りの中から選択してく

ださい。 

排水機器について、「特記仕様書（衛生）」（図Ｈ）や「機器

一覧表（衛生）」（図Ｉ）から、該当するものを全て選択してく

ださい。 

 

⑤消火 「特記仕様書（衛生）」（図Ｈ）や「機器一覧表（衛生）」（図

Ｉ）から施設の消火設備の種類を選択し、記載してください。 

⑥特殊 「医療ガス設備」：病院や検査機関などで使われている場合に該

当します。 

「厨房設備」：寮、庁舎などの複数の職員等や不特定多数の来庁

者へ食事を提供するための業務用の設備がある場

合に、「特記仕様書（衛生）」により選択してく

ださい。 
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⑦衛生配管 「特記仕様書（衛生）」より該当するものについて全て選択し

てください。 

○搬送設備 

 

 

①昇降機 

  

・type-A～D 

 設置工事完成図より記載してください。 

 なお、搬送設備（エレベーター等）の工事は、単独の工事の場

合と建築工事に含まれる場合がありますので注意してください。 

 昇降機は、同型タイプごとに「type-A」から順に記入してく

ださい。 

「用途」：乗用、非常用、人荷用 

「仕様」：ロープ式、油圧式 

「機械室」：有無を記入 

「台数」：台数を記入 

 

②その他 「エスカレータ」：設置台数を記入 

「小荷物専用搬送機」：設置台数を記入 

③駐車 「機械駐車」：自動車の収容台数を記入 

 

■機器一覧表（冷暖房）（図Ａ） ～ 建物の規模により、複数枚となる場合があります。 

冷暖房熱源機器 

機器一覧表（冷暖房） 

冷暖房熱源付属機器 
より「冷却塔」を選択 

冷暖房熱源付属機器 

・名称～「吸収式冷温水機」、 
暖房能力～「1.225,000  kcal」、 
冷房能力～「360 USRT」、 
燃料～「都市ガス6C」を記載。 

 
・２基あるのでそれぞれ分けて記載。 

冷 却 塔 

吸収式冷温水機 
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■機器一覧表（冷暖房）（図Ｂ） ～ 建物の規模により、複数枚となる場合があります。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

■機器一覧表（空調）（図Ｃ） ～ 建物の規模により、複数枚となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空調機器より「ユニット形空調機」 

を選択 

空調機器 

機器一覧表（空調） 

ユニットエアハン 空気調和機 

 

冷暖房熱源付属機器 

冷暖房熱源付属機器より「ヘッダー類」 

を選択 

冷暖房熱源付属機器より｢地下オ

イルタンク｣を選択し、オイルタ
ンク容量を記入 

冷暖房熱源付属機器 

機器一覧表（冷暖房） 

冷温水ヘッダー 

オイルタンク 
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■特記仕様書（冷暖房）（図Ｄ）～ 建物の規模により、複数枚となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■特記仕様書（冷暖房）（図Ｅ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特記仕様書（冷暖房） 

自動制御を選択 
盤類は詳細図参照 

自動制御 

 

・暖房機器から「温水パネルヒーター」 
「電気ヒーター」を各種選択。 

 
※「ファンコイルユニット」は空調機器 
  として選択 

暖房機器 

冷暖房配管から「温水配管」 
「冷温水配管」「冷媒配管」 
「冷却水配管」を選択。 

冷暖房配管 
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■ 機器一覧表（空調）（図Ｆ）～ 建物の規模により、複数枚となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 機器一覧表（空調）（図Ｇ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

換気機器の項目として、「熱
交換型換気扇」を選択 

排煙機器の「機械排煙ファ
ン」を選択 

機器一覧表（空調） 

換 気 

排 煙 

排 煙 機 

空調換気扇 

換気機器の項目として、「送
排風機」を選択 

換 気 

排 風 機 
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■特記仕様書（衛生）（図Ｈ）～ 建物の規模により、複数枚となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■機器一覧表（衛生）（図Ｉ）～ 建物の規模により、複数枚となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器一覧表（衛生） 

給水機器 

・給水機器より「受水槽」を選択し、
水槽容量「１５ｍ3」を記入。 

 

・給水機器より「加圧給水ポンプユニ
ット」を選択 

 

  
表の｢仕様｣欄の内容を確認し、 
名称～｢鋼製真空式温水機｣、 
給湯能力～｢200,000  kcal｣、 
燃料～｢都市ガス6C｣ 
備考～｢給湯暖房2回路｣ 
を記載。 
方式は「中央」選択。 

給湯熱源 

給湯 
熱源 
附属 
機器 

排水機器の「排水ポンプ」を選択。 

給湯熱源付属機器より、「貯湯タンク（ＳＵＳグ
ラッド製）」、「給湯循環ポンプ」を選択 

排水 

消火 

特記仕様書をあわせて参照し、消火設備の「屋内
消火栓」「スプリンクラー」を選択 

給湯方式 

個別式の給湯機器があるの

で、給湯方式の「個別」を
選択 

受水槽 

加圧給水ポンプユニット 

温水機 

給湯循環ポンプ 

貯 湯 槽 

雑排水ポンプ 

汚水ポンプ 

消火ポンプユニット 

スプリンクラーポンプユニット 

電気湯沸器 

ガス給湯器 

給水方式 

特記仕様書（衛生） 

消火方式 

給水 水源から「水道水」を

選択 

消火設備から「スプリンクラー」を選択 
さらに「特殊消火設備」と記載されているので、
消火設備図を参照し「窒素ガス消火」を選択。 

消火方式 

消火設備から「屋内消火栓」を
選択。 
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（ 記載例 ） 

別紙 ３ － ４ 機械設備概要 （ 冷暖房 、 衛生 、 搬送 ） 作成日 ※ ﾁｪｯｸ 者 
作成者 ※ 入力日 

※ 施設管理者記入不要 

建物 コード 
  △△××□□□□００１ 

建物名称 北海道△△高等学校校舎棟（教室棟１，２） 
 

区分 部材及 び 仕様等 備考 
中分類 小分類 （ 該当 する 項目 は 、 ○ 印 を 塗 りつぶして ● 印 にする 。 また 機器 の 名称 、 能力 を 記入 する 。） 
冷暖房 冷暖房熱源 名称 暖房能力 ( 単位 ) 冷房能力 ( 単位 ) 主燃料 備考 
設備 熱源 １ 

熱源 ２ 
熱源 ３ 
熱源 ４ 
熱源 ５ 
熱源 ６ 
熱源 ７ 

冷暖房熱源 ● 冷却塔 ● 空調用 ポンプ ○ 真空給水 ポンプユニット 
付属機器 ● オイルポンプ ● ヘッダー 類 ● 熱交換器類 

○ 還水槽 ● 膨張 タンク ○ その 他 ( 
        ) 

● 地下 オイルタンク ○ 地上式 オイルタンク タンク 容量 kL 計画対象外 
空調 ● ヒートポンプパッケージ ○ ビルマルチエアコン ○ パッケージ 形空調機 

● ユニット 形空調機 ● ファンコイルユニット ○ ファンコンベクタ 
○ コンベクタ ● 空気清浄装置 ○ その 他 ( 

        ) 
暖房 ○ 蒸気用放熱器 ● 温水 パネルヒータ ● ＦＦ ストーブ 

○ 遠赤外線暖房機 ● 電気 ヒータ ● 床暖房 計画対象外 
換気 ○ 外調機 ● 天井扇 ・ 壁換気扇 ● 熱交換型換気扇 

● 送排風機 ○ その 他 ( 
        ) 

排煙 ○ 機械排煙 ファン ○ 自然排煙 
自動制御 ● 自動制御盤 ○ 

 
中央監視盤 

冷暖房配管 ○ 蒸気配管 ● 温水配管 ● 冷温水配管 
● 冷媒配管 ○ 冷却水配管 ● 油配管 （ 計画対象外 ） 

衛生 給水 方式 ○ 直圧式 ○ 直結加圧式 ● 加圧給水 ポンプ 式 
設備 ○ 圧力水槽式 ○ 高置水槽式 

水源 ● 水道水 ○ 井水 
機器 ● 加圧給水 ポンプユニット ○ 直結 ブースターポンプ ○ 揚水 ポンプ 

○ 圧力 タンク 
● 受水槽 ○ 高置水槽 水槽総容量 ㎡ 

給湯 方式 ● 中央 ● 個別 
名称 給湯能力 ( 単位 ) 主燃料 備考 

熱源 １ 
熱源 ２ 

給湯熱源 ○ 貯湯 タンク ( 鋼板製 ) ● 貯湯 タンク ( SUS ､ SUS ｸ ゙ ﾗｯﾄ ゙  製 ) ○ 給湯用熱交換器 
付属機器 ● 給湯循環 ポンプ 
排水 方式 ● 下水道 ○ 浄化槽 ○ 汲 み 取 り 

機器 ○ 排水 ポンプ ○ 合併浄化槽 ○ 単独浄化槽 
消火 ● 屋内消火栓 ○ 屋外消火栓 ○ スプリンクラー 

○ 水噴霧 ○ 泡消火 ○ ハロン 消火 
○ ＣＯ ２ 消火 ○ 窒素 ガス 消火 ○ 連結送水管 
○ 連結散水管 ○ ダクトフード 消火 ○ その 他 （         ） 

特殊 ○ 医療 ガス 設備 ● 厨房設備 
衛生配管 ● 給水配管 ● 給湯配管 ● 排水配管 

搬送 昇降機 用途 仕様 機械室 台数 備考 
設備 type - Ａ 基 

type - Ｂ 基 
type - Ｃ 基 
type - Ｄ 基 

その 他 ○ エスカレータ 基 ● 小荷物専用搬送機 基 
駐車 ○ 機械駐車 ( 収容数 台 ) 計画対象外 

 
1 

Ａ重油        
Ａ重油 

 
       

電気 

        

 
 
 

 

 
     
    

三菱製(8 人乗 

     

乗用 ロープ 式 有 り 1 

   

     

給湯ボイラー 200,000 kcal/h Ａ重油        

 

15 

    

15 

 

平成 ○○ 

年 ○ 月 ○ 日 
主任 

  ○○○○ 

  

kw ９ 台 

   

  

 

 

 
   
     

 

 

    

252 

 

 
空気熱源 ﾋｰﾄﾎ ゚  ﾝﾌ ゚  ﾕﾆｯﾄ  kw 

鋳鉄製温水ﾎﾞｲﾗ － １   1,225,000 kcal/h 
鋳鉄製温水ﾎﾞｲﾗ － ２ 
 

  1,225,000 kcal/h 
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オ 別紙３－５ 屋外工作物概要 

 

     本書式は、屋外工作物についての概要を整理するためのものです。 

     施設コード、施設名称は、別紙３－１と同じに記載します。 

     屋外工作物は、「土留」、「雨水排水設備」、「路面処理」、「管理施設」、「サービ

ス施設」、「グラウンド・コート」及び「敷地外施設」などの分類になっています。 

     土木工事または屋外付帯工事の完成図を参照して、必要項目を記入（選択）できますが、

「財産引継書」の付属図面、同目録から記載する方が容易です。 
 

記入項目 記入方法等 

○土留 

①擁壁 

 

構造別で記載します。 

鉄筋コンクリート、無筋コンクリート、コンクリートブロック

（間地石）、自然石など 

注）ＰＣ造（プレキャストコンクリート造）及びＰＳ造（プレ

ストレスコンクリート造）は鉄筋コンクリート造で記載しま

す。 

※形状別では重力式、逆 T 型、L 型、控え壁型、石積み型など

があります。 

 

○雨水排水設備 

①側溝 

 

 

側溝欄には、函渠式、Ｕ型、皿型、円形、Ｌ型、Ｖ字側溝の型

式を記載します。 

蓋の有無別に記載するのは、維持管理上のチェック漏れを防ぐ

ためです。 

 

②暗渠管 暗渠管は、地下に埋設されている排水管です。 

ＰＣ管、ＲＣ管、塩化ビニール管の該当形式と管径と長さを記

載します。 

径の違う排水管が多くある場合は、同一型式ごとに径欄で

250～450 ㎜と合算して記載します。 

 

③枡 枡は種類別の数量を記載します。 

浸透枡は維持管理上見落としやすいことに注意してください。 

地下水排水設備は、建物内に設置したものではなく、敷地内に

設置した地下水、湧水の集水排水設備（ポンプ等）を指します。 

 

○路面処理 

①舗装 

 

舗装の種類は、次から選択し、表装材の厚さを記載してくださ

い。 

 

 

 

 

 

②縁石 構造、高さ、長さを記載してください。 

③階段 建物使用のためとは関係なく地盤に直接設置されているもの

を指し、斜路も含みます。 

 

「アスファルト舗装」、「コンクリート舗装」、「インター

ロッキング舗装」、「コンクリートブロック舗装」、「レン

ガ舗装」、「木系舗装」、「樹脂舗装」、「点字ブロック」 
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○管理施設 

①門・扉・柵 

 

構造は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造、コンクリ

ートブロック造、石造、レンガ造、土造、生垣、金属造、木造を

記載してください。 

②安全施設  付属図面等から、該当するものを全て選択してください。 

③特殊設備 付属図面等から、該当するものを全て選択してください。 

○サービス施設 

 

付属図面等から、該当するものを全て選択してください。 

○グラウンド・コート 

①野球・テニス 

 

付属図面等から、該当するものを全て選択してください。 

 

②柵 バックネット、防球ネット、高尺ネットフェンス及びネットフ

ェンスの内、該当するものについて、構造、長さ、高さを記入し

てください。 

また、夜間用照明設備、散水設備について、該当するものを全

て選択してください。 

 

○敷地外施設 敷地外施設とは、敷地内の施設を機能させるために必要なもの

で、敷地外（私有、公有を問わず、道教委の管理権限外の土地）

に存在し、施設管理者が管理責任を有しているものを指します。 

このような施設はまれにしかありませんが、例えば、下水道処

理施設区域外に建設された施設で排水先・放流先が遠いため、そ

こまで排水管を埋設延長している場合や、道教委の施設がＴＶ電

波受信障害を起こしたため、障害を受けた建物に対し有線による

対策措置を行った場合などがあります。 

敷地外施設の設置（埋設）に際しては、極力、道路等の公有地

に設置していますが、地形などから、私有地内に設置している場

合もあります。 

いずれの場合も、土地使用上の承認手続きを行ったうえで設置

していますので、該当するものについて選択又は記入してくださ

い。 

なお、承諾は期間を定めていますが、異議が無ければ自動更新

としているケースが殆どですので、管理責任を有している施設が

あることに気づかず、管理点検を怠ってしまうケースもありま

す。 

これらの敷地外施設の土地使用や設置維持関係の書類（承諾

書、協定書等）は、取扱通知別紙２の「保存すべき書類」として

施設管理者に引き継がれていますので、常時確認ができるような

保管をしておきましょう。 
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(　記　載　例　)

別紙３－５ 屋外工作物概要 作成日 ※ﾁｪｯｸ者

作成者 ※入力日

※施設管理者記入不要

施設コード 　 △ △ × × ○ ○ □ □ □ □
施設名称 △ △ 高等学校校舎

区分 部材及び仕様等 備考

中分類 小分類 （該当する項目は、○印を塗りつぶして●印にする。または名称、構造、寸法等を記入する。）

土留 擁壁 構造 高さ(m) 長さ(ｍ) 構造 高さ(m) 長さ(ｍ)

雨水排水 側溝 形式（蓋・グレーチング有り） 長さ(ｍ) 形式（蓋・グレーチング無し） 長さ(ｍ)

設備

暗渠管 形式 径(mm) 長さ(ｍ) 形式 径(mm) 長さ(ｍ)

枡 ●　雨水枡（　　　　　個）（ 5 個） ○　浸透枡（　　　　　個）

○ 地下水排水設備 ○ 調整地 ○ 貯留施設

路面処理 舗装 舗装種類 厚さ(㎜) 面積（㎡） 舗装種類 厚さ(㎜) 面積（㎡）

縁石 構造 高さ(㎝) 長さ(ｍ) 構造 高さ(㎝) 長さ(ｍ)

階段 長さ(ｍ) 長さ(ｍ) 長さ(ｍ)

ブロック造 その他造

管理施設 構造 高さ(m) 長さ(ｍ) 構造 高さ(m) 長さ(ｍ)

金属製

生垣

安全施設 ●　車止め ●　手すり ●　施設名板

●　案内板 ●　標識 ●　敷地内外灯（　　　3 基）

特殊設備 ●　設備用トレンチ ○ 特殊管路 ●　掲揚ポール（Ｈ＝　　　ｍ）

○　その他

サービス 修景施設 ●　モニュメント ○ 池（構造　　　　　　） ○ 石組

施設 遊具 ○ 遊具 ○ 砂場 ●　花壇

サービス ○ 時計台 ●　水飲み場 ●　ベンチ・テーブル

施設 ○ 野外炉 ○ 掲示板 ○ 標識 計画対象外

●　ダッグアウト ●　スコアボード ●　競技用砂場

・コート ●　ファールポール ●　ポスト ●　ゴールポスト

●　支持台 ●　スポーツサークル ●　踏切板

野球 ●　ピッチャープレート ●　ホームベース ●　塁ベース

テニス ●　ネットポスト ●　センターガイド ●　ラインマーク 計画対象外

柵 名称 構造 高さ(m) 長さ(ｍ) 名称 構造 高さ(m) 長さ(ｍ)

バックネット

防球ネット

●　夜間用照明設備 ●　散水設備

敷地外 雨水排水 ○ 雨水用側溝 ○ 雨水管接続枡（　　 個）○ 雨水用暗渠管

施設 汚水排水 ○ 汚水最終放流先（ △△市公共下水道　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

●　汚水管接続枡（ 個）●　汚水管用点検枡（　　　個）

汚水管埋設場所 敷地権利者 構造 径(mm) 長さ(ｍ) 次回権利更新日

通路 ○ 車道 ○ 歩道 ● 点字ブロック

安全施設 ●　敷地外外灯（　　　2 基） ●　標識 ●　案内板

ＴＶ電波 ●　敷地外設置アンテナ(　1 基）●　敷地外設置ポール(　　2 基） ● 中継増幅器

受信障害 配線方式（　●　架空　　○　地下埋設　）

対策施設 ポール設置場所 敷地権利者 構造 径(mm) 高さ(ｍ) 次回権利更新日

電波障害対策住宅 棟数 戸数 棟数 戸数

●　アナログ放送 ○ デジタル放送

※2011年7月までで終了 計画対象外

12 26

8.0 H23.10  金属製 300

450 14.0 H23.10  

10 2

コンクリート製

ＰＣ管 H23.10  600 200.0

△△市中央１－２－３

△△市中央１－２－４

□山　△夫

×川　○子

△△市道６号線歩道 △△市

△△市道３号線歩道 △△市 ＰＣ管 H23.10  120.0600

皿型側溝

50

グラウンド

高尺ネットフェンス

ネットフェンス

コンクリート造

門・扉・柵

間地石積造 1.2 2.5

6.0

平成○○年○月○日

主任　○○○○

鉄筋コンクリート造 コンクリートブロック造2.0 15.2 1.5

Ｕ型側溝

450 12.0 250 45.5

64.0 18.0

ＰＣ管 塩化ビニール管

60.0

12.3

120 25054.8 18.0

20.0

鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造

インターロッキング

点字ブロック

アスファルト

コンクリート

40 181.1

25 110.0

10

2.0 2.0

1.2 12.0

1.5 280.0

金属製

金属製

10.0 16.0

10.0

鉄筋コンクリート造

24.0

金属製

12.0 22.0金属製

6～10 42.0
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   カ 別紙３－６ 修繕工事・改修工事の記録 

 

     本書式は、実施した修繕工事や改修工事について記録をしておく様式です。この記録は

長期保全計画の作成や劣化状況の調査など、保全業務のために必要となる重要な事項です。 
 

○ 作成方法 

    修繕あるいは改修工事の完了後速やかに、別紙３－６の様式により、建物ごとに別様とし

て作成してください。 

 

○ 記載対象 

    記載の対象となる工事は、修繕工事（損耗、劣化及び破損又は故障により損なわれた機能

を回復させる工事）と改修工事（改良及び模様替え並びに建築設備及び建築物の附帯施設等

更新）です。消耗品の取替えなどの保守や軽微な作業については除きます。 

 

  ○ その他 

    完成図や取扱説明書等の工事関係書類は、新築、改築のみならず、修繕工事や改修工事に

ついても、保全業務のために重要な資料となりますので、適切に保管してください。 

 

記入項目 記入方法等 

①施設コード 

②施設名 

③建物コード 

④建物名 

「イ 別紙３－２ 建築概要」を基に記入してください。 

⑤№  工事ごとに整理し、任意に番号を付けてください。 

 

⑥契約年月日  工事契約をした期日を記入してください。 

 

⑦工事種別  工事の種別を把握する項目です。建築、電気、機械、搬送、 

屋外工作物の区分を記載し、合併工事の場合は該当する区分を

全て記載します。 

⑧工事名  契約に基づく名称を記入します。 

 

⑨請負業者名  契約の相手方を記入します。 

 

⑩工期  契約書等による着工の日と実際に工事が完了した日を記入し

ます。 

⑪契約金額（最終）  工事が完成した時点での最終の工事金額を記入します。 

 

⑫工事内容  工事対象の部材、機器についての名称と工事の場所及び修繕

又は改修の内容を記入します。 

⑬公有財産台帳との関連  増減欄の搭載並びに沿革・備考欄整理書の記入を要するもの

であるかどうかを判断し、該当するものを選択してください。 

 新築。増築、移築、改築等に関する工事を実施した場合には、

公有財産台帳整理基準（最終改正平成10年10月15日管財第

851号）により、公有財産台帳の増減欄に搭載する必要があり

ます。 

 台帳登録後に大修繕又は模様替え（建物主要構造部の修繕又

は模様替えで、当該建物の耐用年数に影響を与える程度規模の

もの）を実施した場合には、公有財産台帳の沿革・備考欄整理

書に記入する必要があります。 
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（記載例）

別紙３－６ 修繕工事・改修工事の記録

施設コード 施設名

建物コード 建物名

No. 工事 契　約 工事名 請負業者名 工期 工期 契約金額 備考
種別 年月日 (着工) (完成) （最終）

1
機械
設備

H18.4.27
△△高等学校３Ｆ便所
修繕工事

□□設備㈱ H18.4.28 H18.5.30 2,000,000 ○ 要 ● 不要 ● 要 ○ 不要

2 建築 H18.4.27
▲▲高校生徒玄関屋根
修繕工事

㈱○○建設 H18.4.28 H18.7.30 6,300,000 ○ 要 ● 不要 ● 要 ○ 不要

3 建築 H18.5.31 △△高校防水改修等工事 ㈱××工務店 H18.6.1 H18.12.10 26,985,000 ○ 要 ● 不要 ● 要 ○ 不要

4
電気
設備

H18.7.20 △△高校電気設備増設工事 ㈲▲▲電気工業 H18.7.28 H18.8.28 220,000 ● 要 ○ 不要 ● 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

○ 要 ○ 不要 ○ 要 ○ 不要

（記載対象工事）・修繕工事：損耗、劣化及び破損又は故障により損なわれた機能を回復させる工事

・改修工事：改良及び模様替え並びに建築設備及び建築物の附帯施設等の更新

　　なお、保守（消耗品や材料の取り替え、注油、汚れ等の除去及び部品の調整等などの軽微な作業）については除く。

生徒玄関屋根の腐食に伴う修繕

教室棟１の屋上防水の全面改修

科学教室設備の増設に伴う電気回路の増設ほか

3F便所の漏水による修繕

工事内容

△△高等学校

学校校舎（教室棟１）

公有財産台帳との関連

増減欄の登載
沿革・備考欄
整理書の記入

△△××□□□□００１

△△××□□□□



 2－35 

キ 別紙３－公宅 公宅概要の解説 

    

共通事項 

 完成図面、現地から仕様を確認のうえ作成してください。なお、設備機器については入居者個

人が設置したものは対象になりません。 

また、標準的な仕様を元に作成しているものであるため、これ以外の仕様の場合があります。 

    大分類 小分類 解     説 

建 築 

屋根 
陸屋根 

主に「アスファルト防水」が使用されており、コンクリートが

敷いてある場合は「押えコンクリート有り」、ない場合は「無

し」とする。 

傾斜屋根 主に「金属屋根（長尺カラー鉄板）」が使用されている。 

外壁 

主に「吹付塗装」が使用されており、おおむねＨ７以前は「リシン（砂状の

仕上げのもの）」、それ以降は「吹付タイル（つやのある凸凹仕上げのもの）」

としている。 

内窓 
おおむねＳ６１以前は「木製サッシ」、それ以降は「樹脂サッシ」が設置さ

れている。また、改修により「樹脂サッシ」に取替えている場合がある。 

避難 
「バルコニー」がある場合、「避難タラップ」がある場合は、それぞれ選択

する。 

電 気 

ＴＶ共視聴 
「ＶＨＦ」・「ＵＨＦ」を選択する。Ｈ１３以降は「ＢＳ」も設置されてい

る場合がある。 

防災 

「自動火災報知器」は、設置されていない場合が多いが、Ｈ１９以降、改修

により設置されている。内階段型の場合、共用階段に「非常照明」が設置さ

れている。 

機 械 

暖房 
「ＦＦストーブ用スリーブ穴」、「灯油タンク」ともに、おおむねＨ４以降

から設置されている。 

換気 

台所 
おおむねＨ５以降は「レンジフード」、それ以前は「壁換気扇」

が設置されている。 

居住室 

居室（居間、洋室、和室）、洗面所、便所、浴室のそれぞれに

ついて、「換気扇」又は「換気口」を選択する。 

また、Ｈ１３以降「熱交換型集中換気設備」が玄関ホールの天

井裏に設置されている場合がある。 

給湯方式 

給湯器 

おおむねＨ４以降、集中型給湯器が設置されている。また、改

修工事により設置されている場合もある。 

熱源は主に「ガス」が使用されている。 

給湯能力は図面又は本体に記載されている号数を記入する。 

給排気タイプで、「ＦＦ」は屋外に強制給排気を行っているも

の、「ＦＲ」は排気を屋外に、給気は室内から行っているもの、

「ＲＲ」は給排気ともに屋内から行っているものをいう。 

「設置住戸」には、給湯器が設置されている住戸番号を記入す

る。全住戸に設置されている場合は「全住戸」と記入する。 

風呂釜 

風呂釜は主に「ガス」が熱源となっている。また、シャワー設

置の有無について選択する。 

「設置住戸」には風呂釜を使用している住戸番号を記入する。 

なお、風呂釜はあっても上記給湯器を改修工事で設置したこと

により使用していない住戸は除く。 

ユニットバス 浴室がユニットバス化されている場合に選択する。 

水道 

主に直圧式だが、３階建て以上は受水槽が設置されている場合がある。 

水道メーターは市町村から購入または借受し、借受の場合、有償または無償

となる。遠隔検針盤は、共用玄関に各住戸のメーターの数値を一度に見られ

る盤が設置されている場合に選択する。 

トイレ 

「下水道」、「汲み取り」、「浄化槽」のいずれかを選択する。浄化槽で、

全ての排水を浄化槽で処理している場合は「合併浄化槽」、便所の排水のみ

の場合は「単独浄化槽」を選択する。なお、単独浄化槽は法改正によりＨ13

以降設置不可となっている。 
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